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漁業‐経1済1学会 短 億

第 46回 大会 シンポジウム特集

「経済構造の変動と水産業」

1.水 産業における倒産研究
一構造不況下での漁業経営 と水産金融一

1 研 究の視点

漁業生産は、総生産量で 198 4年、生産

額で 82年 をピークとして縮小を続け、並

行 して漁業経営の悪化は深刻の度を高めて

いる。遠洋漁業においては、世界的な 200

海里体制への突入による海外漁場の喪失、

入漁料の高騰、新海洋法条約体制下での国

際的な資源管理の強化などを背景として、

厳 しい経営 を強 い られ るよ うにな って き

た。また、国内においては、水産資源の全
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般的な表退傾向、その資源 をめ ぐる過当競

争か ら来る過剰な設備投資、漁場規制、資

源管理の強化等を背景 として、従来の漁業

経営は行き詰まりを見せている。 このよう

な漁業経営 をめ ぐる諸環境の変化 に対 し

て、国も各種の財政支援措置によ り、漁業

構造の変化に伴 う個別経営や地域への影響

を緩和する対策を講 じてきた。減船に伴 う

財政支援や運転資金融資制度な どがそれに

あげられよう。 しか し、水産物輸入の増加

や、魚価の低迷、さらには現在の 日本産業

界全体が直面 している構造不況という状況

下では、従来のような漁業経営に対する財

政支援を望む ことは困難 となっている。さ

らに、同時に発生 した金融の不安定状況下

で、投資規模の大きい漁業種類では、それ

まで融資の相当部分を依存 してきた市中銀

行の貸 し渋 りによる影響が出始めていると

いわれ、今後経営は一層厳 しい状況に追い

込まれることが予想されている。その結果

として、従来のような財政支援措置による

軟着陸というかたちでの経営体の整理がで



きず、大きな痛みを伴 う倒産 という状況が

多く発生するのではないかと危惧されてい

る。

従来、漁業経営に対 しては各種経営指標

の分析 ・検討を通 じて経営実態を明 らかに

するという調査 ・研究は行われてきたが、
一般に倒産状態 と理解 される経営体に対す

る調査 ・研究はほとんど行われていないよ

うである。公的な統計の不在や、倒産経営

体に対する調査困難 という、LIM査研究上の

限界があることがその背景にはある。本報

告では、陸上産業における企業倒産に関す

る研究と比較 しなが ら、漁業における倒産

要因を分析 し、漁業における倒産の特異性

を検討する。また、現実に漁業経営を支え

ている重要な要素としての水産金融、融資

保証制度について概観し、これ らが漁業経

営の存続において持つ意味を検討する。

2倒 産の定義

陸上産業における企業倒産に関する研究

は数多 く、企業倒産の要因の分析、企業倒

産の法的側面に関する研究、企業倒産の予

測に関する研究など多両的な研究の取 り組

みが行われている。また、融資、取引先企

業の信用調査などといった実務的な観点で

の分析 も数多 く、これ らを総合して企業倒

産の一般性や法則性を抽出 しようというア

プローテも重要な研究として位置づけられ

ている。そ こで用いられている企業倒産の

定義としては、企業のおかれているいくつ

かの状態があげられているが、その中で信

用調査機関が定義の一つとしてあげている

ものを漁業における倒産状態 として本報告

では取 り上げることとした。それは、債務

弁済時期が到来 しているにも関わ らず債務

の弁済が不可能で、経済活動を続行するこ

とが困難になった状態というものである。

3企 業倒産要因の類型化

陸上産業における企業倒産の要因は様々

な観点か ら分析されている。倒産企業の個

別事例分析 を通 じて倒産要因を特定 し、こ

れ らを類型化 して倒産における法則性や一

般性を導き出そ うという狙いがある。変動

を伴 う自然を相手にする漁業においては、

その倒産要因も当然なが ら陸上産業のそれ

とは異なるものも多い。 しか しそのような

要因も含めて、比較研究という観点か ら陸

上産業の倒産要因類型にしたがって漁業の

倒産事例を分析 して倒産要因を検討するこ

とにする。倒産要因の類型化に関して参考

としたのは、長年にわたって企業倒産に関

する情報を蓄積 している信用調査機関によ

る類型化である。

4漁 業における倒産の発生状況

漁業においては、たとえ中小といえども

個人経営 レベルのものが多く、後継者を確

保できずに廃業 していくという例は、陸上

産業以上に多いであろう。漁業においては

経営体数の趨勢は統計調査で詳 しく捉え ら

れているが、経営体の消滅には様 々な状況

のものが含まれてお り、当然なが ら即これ

を倒産 と見ることはできない。本報争iでは、

漁業における融資を受ける際の債務保証制

度 を利用 した経営体が債務 を弁済できず

に、代位弁済が発生 したという状況を倒産

と捉え、この発生状況か ら漁業倒産のlH移

を概観する。厳密には、代位弁済の発生が

必ず しも経済活動の停止を意味するとは限

らないが、とりあえず発生時点では倒産状

態にあるものと解釈することにする。

5漁 業倒産要因の分析

上で捉えた倒産漁業経営体の個別調書の

分析か らその要因を類型化 し、漁業におけ

る倒産の法則性あるいは一般性について検

討する。 この調書は、経営体の財務諸表分

析な どの定量的な性格のものではなく、倒

産 に至った経緯を債務保証団体が記述 した

ものであ り、それを報告者がさらに整理 し

たという意味で、調査者の主観が含まれた

ものである点 に留意されたい。倒産要因と

して最 も多 くあげ られているのは売 上不

振、不漁、資源減少、魚価低迷などである。

漁業においては、売上不振は資源減少や市

場で決定される魚価の低迷などによっても

た らされ、陸上産業の場合と異な り、企業

努力だけに帰することができない要素も含

まれている。 しか し、一方でこのような状

況下でもすべての経営体が倒産に至ってい

るわけではない点を考慮すると、そ こには

経営管理能力の欠如という評価も出てこよ
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う。また、偶発的な要因による倒産 も少な

くな く、漁業経営がきわめて施弱な基盤の

土で行われ、たった一度の事改が倒産をも

た らすという状況を示唆 している。

6水 産金融、融資保証制度と漁業経営

漁業は一般的にきわめて弱い信用力の下

で経営が行われてお り、しかも系統金融が

中心ゆえの横並び融資という特性を持つ。

融資保証制度はこのような漁業経営のおか

れた状況に対応 したものである。漁業経営

生鮮食料品における卸売市場は形式的に

は市場経由率の状況にもみ られるように、

なお重要な中間流通機構 として評価 され

る。 しか しなが ら、周知のように戦後の卸

売市場はその物流と取引の実態において大

幅な機能的、形態的変化を伴いつつ今 日に

至る。そのなかで、 (水産物流通研究にお

いても然 りであるが)農 産物を中心とする

卸売市場論者は時代の節目節目において競

争構造論視点、市場体系的視点、垂直統合

視点、地場流通視点などか ら卸売市場流通

を位置づけ様 々な政策論 を展開 して きた

(木立真直 「卸売市場論」、阿部真也ほか

編 『流通研究の現状と課題』 199 5 )。

水産物流通を漁業構造視点か ら検討する立

場の私自身としては、卸売市場流通の全体

的機能再編 と分化の態様を観察するだけで

良かったので、こうした卸売市場論に加わ

る関心は薄かった。

現段階においては、WTO体 制以降の輸

入生鮮食料品の急速浸透、木端大手を中心

とする買手市場形成、長期不況下での消費

者の購買意識の変化、行財政の破綻 と改革

推進圧力等の背景の下で、諸規制の緩和、

地方への権限委譲、民間活力の導入等を骨

子 とする卸売市場法の 「根本的改正」が論

を取 り巻 くこれ らのシステムが、
一般企業

な ら当然経営に行き詰まっているはずの経

営でも存続できている重要な条件であると

いう指摘がある。 しか し、 こ のようなシス

テムが今後かかる機能を果た しうるかとい

う点 に関 しては強 い疑間が寄せ られて い

る。そ こで、従来の水産金融 ・保証制度が

果た しきた役割を概観 し、改めてその意味

を検討 してみたい。

ボーダー レス経済下の卸売市場機構再編

度吉勝治 (北海道大学)

議される状況となった。その周囲において、

多数の論者 (行政を含め)は かような環境

変化の前提に立ち、主として機能論的立論

か ら卸売市場の 「機能不全」、「取引制度

は崩壊」、「市場業者の経営破綻」、取引自

由化や 「物流センターヘの機能転換」、「4

定条件」への機能適合化、漁協の直販 ・共

同出荷体制推奨論等々、卸売市場機構の無

力化を強調 し、結果としてその対極におけ

る 「市場外流通」を誘導する論拠を付与 し

ている (卸売市場機構の 「活性化」を強制

する論拠 とはなった)。

現状は機能論、形態論の段階を越える立

論、分析軸を用意 しなければな らないと考

えるが、さしあた り 「市場外流通」 =系 列

型流通 と規定 しつつ、今 日の卸売市場機構

が系列型流通への一体化、適従化を通 じて

寡占的経路形成勢力の隆盛 (ホールセ
ール

機能維持勢力の弱体化)が いかに従前の卸

売市場機構を蚕食 し、新たな流通問題 (対

抗関係)を 黎みつつ顕在化 していくのか明

らか に しなければな らない段階 と思われ

る。そ うした上で現時点における水産物流

通における卸売市場機能の再編課題を提示

したい。



3,漁 港事業の推移と問題点
加瀬和俊 (東京大学社会科学研究所)

戦後 日本の漁業の発展にとって、漁港投

資の果 した役割は極めて大きかった。漁港

の整備は、漁船の大型化 ・機械化、隻数の

増加を可能にし、砂浜に漁船を引き上げる

といった苛酷な労働を解消 し、水揚施設、

製氷 ・冷凍施設など、漁港関連の各種施設

の整備を促進 した。

しか しなが ら、現在では、漁業全体の産

業規模の縮小、就業者および漁船数の減少

の下で、漁港施設の絶対的ないし相対的過

剰化が意識されるようになってお り、その

整備は基本的に終了したという評価が少な

くない。いわゆる投資効果を、他産業と同

じよ うに産出高の増加で判断するとすれ

ば、水揚額が減少しつつある大半の漁業基

地において漁港投資を継続することは経済

的には無意味であり、今後は若子のメンテ

ナンスだけで足 りることになろう。

にもかかわ らず、水産財政支出に占める

漁港費の比重は減少することな く推移 して

いる。 19 9 0年 代不況へのテコ入れ策と

して公共事業の増額措置が図 られ るたび

に、漁港事業の規模 も増加 しているのであ

る。 これに対 して、漁業者数が減少 し、大

半が高齢者となった沿岸漁村においては、

漁港投資に尽力している関係者の中で も、

ソフ ト事業関連の予算への組み替えを希望

している者が大半である。 ここには、公共

事業 をめ ぐる病理が典理的 に現われてい

る。

とはいえ、産業としての漁業の維持存続

が国民経済的にも重要な課題であると判断

する立場か らすれば、特定先端輸出産業の

利害に立脚 した農業 ・漁業無用論と、その

系論としての農業 ,漁 業関連の公共投資ヘ

の排撃に同調することも躊堵される。そこ

で漁業にとって どのような内容と規模の漁

港事業が必要とされているのかを問題意識

としつつ、漁港事業をめぐる行政的 ・経済

的諸事情を客観的に検討することを本報告

の課題としたい。

報告の第一の論点は、戦後の漁港事業の

展開過程を概観 した上で、現在の局面を歴

史的に性格付けることである。漁港事業に

限 らず公共事業一般については、通常、そ

の事業規模の 「硬直性」が批判されている。

しか しなが ら漁港事業は公共事業全体の中

の比重で見ても、港湾事業との対比で見て

も、その比重を高めてきてお り、配分比率

は決 して 「硬直的」ではなかった。 19 9

2年 度以降の公共事業費の急増過程におい

て、各種の公共事業は予算段階においては

ほとんどその比率の変更をみていないが、

事業消化度の相違によって決算段階での比

率は変動 している。 こうした事業費規模の

変動がいかなる事情の下で進行 しているの

かを知ることは、現状を客観的に把握する

ための出発点である。結論の一端をあらか

じめ述べておけば、 19 7 3年 のオイル ・

ショック、 19 7 7年 以降の 200カ イリ

問題 、 199 4年 のウルグアイ ・ラウン ド

妥結は、水産予算の規模に対 して
一種の転

位効果を与え、水産行政機構内部の意思決

定方式を介 して漁港予算の増額をもた らし

た ことがわかる。それは欧米の農業 ・水産

行政において、漁業にとっての同じ危機要

因が移転的財政支出を急増させた事実と照

応する形で、所得保障政策なき日本におい

て、宮僚機構内部の論理を媒介として、公

共事業がその代役として機能 したことを明

示するものである。

報告の第二の論点は、漁港事業の消化の

構造を解明することである。事業の構成に

関 しては、農業の基盤整備事業が農村整備

事業 (生活基盤、地域振興、環境保全)に

傾斜 してきた ことと同様に、漁港整備その

ものか ら関連道 ,漁 港集落環境整備等の方

向へ事業が拡張され、漁業生産との関連が

次第に希薄化 し、一般的な地域政策に接近

しつつあることが指摘できる。とはいえ、

農村整備事業との地域区分の関係か らして

も、漁港事業のその方向での変質には自ず



か ら限界があり、防波堤延長型の工事が依

然として主流的位置を占めざるをえない。

他方、事業が どのように消化 されているか

については、漁港機能の集約化が主張され

ているにも関わ らず、関連する行政担当部

局が継続的に事業を実施するに必要な事業

を切れ 目な しに実施す ることを基準 とし

て、多数の漁港が事業実施対象となってい

る。また、資金的には、他の公共事業の場

合と同様 に、財政再建の形式的適用による

国庫補助率の引下げにも関わ らず、金融機

関の 「貸 し渋 り」を可能にさせる縁改地方

債の割 り当てと、その元利償還額の地方交

付税による還元 によって、末端市町村にお

ける財政力と社会資本整備の優先順位か ら

は乖離 した事業の消化が可能 とされてい

る。か くて、中長期的に見て末端負担な し

に事業ができるな ら、事業を要望 しないこ

とは退嬰的行政とされることとな り、結果

として漁港事業のための陳情が継続される

のである。漁港事業を担当する善意の中央

官僚は、地方の要望の強さに後押 しされて

予算の獲得に奮闘 し、他方、市町村の担当

者と漁協の幹部役職員は、予算消化のため

の事業実施の強い奨めを受けて事業化 しや

すい箇所を捜す ことになる。

報告の第二の論点は、漁港施設の整備状

況を把握 し、地域漁業 ・漁業経営体にとっ

ての漁港事業の意義ないし制約事情につい

て検討することである。 ここでは、遠洋 ・

沖合漁業の表退にともなって大規模漁港に

おいて設備の利用度が低 下し、したがって

事業の方向は集約化 とは逆に中小規模漁港

へ薦く広 く拡散せざるをえないことが論じ

られる。また、漁業経済にとっての漁港事

業の利点が漁業者自身に見えにくくなって

いる状況で、漁港事業のために補償金を要

求する事例や漁港事業の決定をめぐる漁協

組合員間の利害差の表面化 といった社会的

問題 も発生 しているが、漁村社会の変容の

中でのそうした問題の意味についても検討

してみたい。

報告の第四の論点は、こうした漁港事業

の特性には、国家と漁業との現代的関係が

どのような意味で反映 しているのかを、公

共事業論としてではなく、漁業経済論とし

て把握することである。 ここでは、漁港事

業に限定されない水産行政における公共事

業比率の高さが、水産行政の内部において

ソフ ト事業とハー ド事業とが鋭い対立関係

に立ってはいない現状を正確 に反映 してい

ること、よ り具体的にいえば、価格政策 ・

所得移転政策なき水産行政体系において、

かつ、漁業のおかれた客観的条件の下で個

別経営体の投資意欲が沸き上がる可能性が

ない現状において、ソフ ト事業 (=個 別経

営体の経営行動の誘導政策)が 機能 しえな

くなっていることを取 り上げる。 こうした

段階における国家の産業政策の役割 として

は、逆説的にいえば、漁業の実態に最 も触

れることの少ない政策が、水産行政の中で

最 も消化 しやすい分野 として固定化される

のである。

従来、漁港事業のみな らず水産財政に関

しては、その重要性にもかかわ らず、その

経済的分析 はほとん どな されて来なか っ

た。その理由の大きな部分は、資料 ,統 計

類が事業に直接関与 している人々以外には

ほとんど入手できず、したがって個別事例

にそ くした詳細かつ具体的な分析をするこ

とができなかった ことによる。本報告でも

各種の制約によってその限界を突破するこ

とは困難であるが、地方財政関係の各種の

関連資料を組み合わせることによって、多

少な りとも問題の全体像に接近 したいと意

図 している。

報告者 としては、漁港事業の関係者を批

判する意図は毛頭ないし、この分野での自

分の知識の乏 しさについて も十分自覚 して

いる。関係者か らの批判を得て、水産財政

の客観的分析 とあるべき水産政策の論議に

向けての捨て石となることが出来れば、間

題提起を意図した本報告の目的は達せ られ

た ことになる。



1  報 告の主題

アジア経済危機はいまだに収束に向かう

兆 しをみ せ て は いな い。 国 際 通貨 基 金

(IM F )や先進各国の支援を得て,一 部の国

は回復に向かっているが,多 くの国では今

なお混乱が続いている。経済危機を発端に

支配体制が揺 らいだ国もある。

本報告の目的は,ア ジア経済危機によっ

て水産業がいかなる苦境にあ り, どのよう

に再建されつつあるのか検討することであ

る。 日本の経済不況 とアジア各国の経済不

振は,輸 出志向型の水産業を育ててきた東

南アジア諸国に大きなダメージを与えた。

水産業にかかわってアジア諸国間で成立 し

ていた分業関係や国際立地移動は,ふ たた

び大きく動きはじめた。さらに,資 源略奪

的な漁業 ・養殖業を持続的なそれに転換さ

せようとする試みは後退 した。外貨獲得の

ために国を挙げて第一次産品輸出を奨励 し

ていることもあって,漁 業 ・養殖業はこれ

まで以 上に略奪性を強めている。本報告は,

世界の水産物貿易をリー ドし,ア ジアの水

産食品製造拠点 として成長を遂げたタイに

焦点をあて,経 済危機下で苦闘を続ける輸

出加工業や漁業 ・養殖業の実態を明 らかに

しようとするものである。

‖ 報 告の構成と概略

報告の構成と概略は以下のようになる。

1 高 度経済成長から経済危機ヘ

タイ経済 は,19 8 0年 代半ばか ら年率 8

%を 越える高い成長率を維持 してきた。し

か し,90年 代半ばに大きな転機を迎えた。

95年 には,経 済成長 を牽引 してきた輸出

が停滞 ・減少に転 じた。活況を呈 していた

不動産市場 ・株式市場は低迷 しはじめ,日

増 しに経済不況の様相が こくなった。バン

コク ・オフショア市場が設立 して以降,外

資流入規制が緩和され,流 入 した資金のか

な りの部分が不動産や消費関連の融資に結

アジア経済危機 と水産業
一タイ水産業の成長と葛藤一

山尾政博 (広島大学)

びつき,バ ブル経済を創出 していた。その

バブル経済が崩壊 したのである。

海外か ら多額の短期資金が流入した背景

として,経 済成長を背景とする収益率の高

さ,固 定的な為替制度 (通貨バスケッ ト方

式)に よる投資 リスクの少なさ,内 外金利

差の拡大などがあげられる。激 しい資産イ

ンフレが生 じ,政 府には打つべき有効な手

だてがなくなっていた。多額の不良債権を

抱えて経営破綻する金融機関が続出 した。

政府は対外的にも対内的にも,変 動相場制

を選択するほか道がな くなった。

199 7年7月 2日 ,政 府は管理フロー ト制

度への移行を宣言 した。その直後か ら為替

相場が暴落 した。 IMFの指導 を受け入れて

政府は金融再建に取 り組み,財 政改革、経

済の構造調整を断行 した。その結果,信 用

収縮が生 じ,経 済活動は停滞を余儀なくさ

れた。企業倒産が相次ぎ,失 業者が増大 し

た。消費需要が落ち込み,国 内総生産はマ

イナス成長を記録 した。

2 経 済危機下のタイ水産業

(1)再 編成期を迎えていた水産業

タイの水産業は 198 0年代後半か ら再編

成期に入つていた。領海内で資源が枯渇 し,

海画漁業は水揚げ高が停滞 していた。就業

構造の変化にともなって,沿 岸漁業経営体

数の減少が続き,沖 合 ,遠 洋漁業では雇用

労働 力の確保が難 しくなった。 これまでの

ように,資 源 ・労働集約的な漁業を維持す

ることができなくなった。一方,養 殖業で

は海外か らの技術移転 と資本投資 をテコ

に,資 本集約的なエビ養殖が急速に広まっ

た。ハタなどの魚類養殖業も盛んになった。

しか し,90年 代 に入 ると養殖生産量 も伸

び悩んだ。

198 0年代か ら 9o年 代にかけて,タ イは

日本 ,ア メリカ,EUな どの先進国市場を

対象に水産物輸出を拡大 した。缶詰や調整

加工品など,付 加価値の高い水産加工業を
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成立させた。農産品加工と組み合わせた総

合的な食品加工業が発展 した。海外か らの

技術移転と資本投資もあって,ア ジアの食

料品生産拠点として成長を遂げた。

反面,従 来か らあった低付加価値の加工

業は周辺諸国に追い上げられ,国 際市場で

苦戦を強いられた。生鮮 ・冷凍水産物輸出

ではしだいに競争力を失い,付 加価値の高

い輸出加工業に活路を見いだすようになっ

た。主な輸出相手先は日本,ア メリカ,EU

諸国の先進国であるが,中 国をはじめとす

るアジア近隣諸国への輸出も増えた。 しか

し、急速な勢いで伸びたツナ缶詰産業も原

料不足に直面 し,91年 頃か ら停滞するよ

うになった。為替 レー トの過大評価や人件

費の高8鷺などが輸出の障害となった。

輸出志向型の水産加工業はしだいに海外

に原料を依存するようになった。ツナ缶詰

では原料の 9害J近くは輸入であった。さら

に,調 整加工品製造のためにさまざまな魚

種が海外か ら輸入され,水 産食品加工業は

加工貿易型の発展をたどった。

(2)経 済危機下の水産業
一般的には,経 済危機によって産地価格

が長期にわたって低迷 し,逆 に諸費材が高

騰 して漁業経営 ・養殖業経営に深刻な影響

を与えたといわれる。国内需要が中心とな

る魚種では需要が落ち込み,産地取引価格 ,

消費地販売価格とも低下 した。 日本の経済

不況やアジア経済危機の広が りによって,

輸出向け魚種はとくに値下が りが激 しかっ

た。

だが,経 済危機の影響は時期や業種によ

ってかな り異なって いる。 199 7年下期か

ら 98年 前半にかけて,水 産物輸出はかえ

って増えた。為替 レー トの過大評価が修正

されて 1ド ル =5 0バ ーツ前後まで下落 し

たために,競 争力をな くしかけていた生鮮
・冷凍物の輸出が息を吹き返 した。通貨下

落は水産物輸出には追い風となった。とく

にエビ輸出が急増 した。経済が好調である

アメリカ市場はもとより,他 の生産国との

競争が激 しくなっていた 日本市場への輸出

も増えて,エ ビの生産 ・流通現場には一種

のミニ ・バブルが生 じた。養殖エビ,海 産

エ ビとも国内取引価格は高値を記録 した。

経済不況で行き場を失った過剰資金が大量

にエ ビ養殖業に流れ込んだ。ブラック ・夕

イガー養殖が中央部の内陸水田地帯で急速

に広がったのにはこうした事情がある。

海外原料に依存するツナ缶詰企業は,原

料調達 ・販売 とも ドル決済であるため,バ
ーツ安の影響はあまりなかった。むしろ輸

出 しやすい環境にな り,97年 ,9 8年 とも

順調に輸出を増や した。他の水産加工品に

ついても同じことが言える。労働集約的な

水産加工業は賃金水準の上昇と工場労働者

の確保に苦しんでいたが,経 済危機を境に

こうした者労はな くなった。周辺国と比ベ

て労働生産性が高いため,バ ーツ安は輸出

にとっては絶好の条件となった。活発な水

産物輸出に刺激されて,産 地商人はエビ ・

イカ 'ハ タ ・カニな ど,輸 出用魚種の集荷

に力をそそいだ。南部の漁村では,新 しく

参入 して くる集荷 商人が後 を絶たなか っ

た。

しか し,19 9 8年 後半に入って ミニ ・バ

ブルは崩壊 した。アメリカや 日本への輸出

が停滞 ・減少 しはじめた。対 ドル ・レー ト

が 30バ ーツ台にまで回復 し,周 辺諸国の

通貨 と比べて高水準になったのが一因であ

る。 シンガポールやマ レーシアでは,イ ン

ドネシアか ら安価な魚介類が大量 に流 入

し,タイか らの輸入を激減 させた。さらに,

消費不況の色彩をいちだんと強くした 日本

市場での販売不振がひびいてきた。99年 1

月か らは EU市 場でタイ水産物にかけられ

る関税が引き上げ られ,EU向 けエ ビ輸出

はこれまでの半分となった。

海外か らのエビ買い付けが激減 し,冷 凍

加工工場の操業率は大幅に低下 した。従業

員を解雇する工場があいついだ。大量の在

庫を抱える工場では,経 営がいちだんと苦

しくなった。ブラック ・タイガーの産地価

格は半値近 くに下が り,ホ ワイ ト系も下が

り続けた。南部の沿岸漁村では,商 人がエ

ビ ・ブームをあてこんで集荷競争を繰 り広

げていたが,あっけな く収束 して しまった。

冷凍加工業者が買い入れ量を減 らし,価 格

を引き下げたために,集 荷商人の利益はい

-7_



ちじるしく減った。資金繰 りに行き詰まる

商人がふえて,漁 村全体に資金が潤沢にま

わ らなくなった。零細漁民の多 くは商人の

前貸 し金に依存 しているので,生 産資材の

購入がスムースにできなくなる漁村 もみう

けられた。

ハタ養殖業も大きな打撃を受けた。香港
・中国向け活魚輸出の増大は,南 部や東部

の沿岸漁村に魚養殖の新 しい形態を持ち込

んだ。 しか し,香 港経済が極度の不振に陥

ると,ハ タの産地取引価格は 1尾 (1 . 2 k 3 )

で 50 0バ ーツか ら 200‐23 0バ ーツにまで下

がつた。稚魚 ・幼魚が不足 し,過 密養殖に

よる病気の発生もあって,ハ タ養殖が減少

した地域が多い。 もっとも,エ ビ養殖や他

の魚類養殖に比べ相対的に有利な価格を実

現できることか ら,今 でもハタ養殖に転換

する業者はいる。

魚価の低迷に加え,沿 岸 ・沖合漁業では

水揚げ高が減少 し,深 刻な事態 となってい

る。 これまで水揚げが順調に伸びていたア

ンダマン海側でとくにその傾向が強い。違

法な漁具 ・漁法を使用 し,漁 業管理規則を

遵守 しない漁船が増えてお り,水 産資源を

枯渇させる要因になっている。漁民の多 く

は,漁 獲努力を強めることによって経済危

機を乗 り切ろうとしている。

3 水 産業構造変革への課題

タイの水産業の特徴は資源略奪性 と労働

集約性にある。 ここ 10年 の間に,労 働力

の不足が深刻化 し,漁 獲漁業,養 殖業をと

わず低賃金の外国人労働者に依存する傾向

が強くなっている。漁獲漁業,養 殖業のい

ずれも資源略奪的であり,持 続的な資源の

利用や環境劣化への配慮 に欠 けて いる。

199 0年代 に入 ると,水 産業が抱 えるこう

した構造的な欠陥をなくそうという試みが

なされてきた。 しか し,経 済危機に陥った

199 7年を境 に,再 び以前の状態 に戻 りつ

つある。今後も資源略奪性 と労働集約性を

強めて周辺諸国と競争していくのか,あ る

いは別の方向をめざすのか,水 産開発のあ

り方が問われている。

水産先進国か らの技術移転と資本投資を

呼び水に,タ イの水産食品製造業は国際競

争力をつけてきた。新たな産業化 ・国際化

で水産先進国を代替するだけではな く,先

進国における水産食品需要の拡大と多様化

にあわせた商品開発の能力と生産力を高め

ている。先進国へのキャッチ ・アップは進

んでいる。労働 ,資 本集約的な水産業 ・水

産食料品産業が展開 し,ア ジアでの生産拠

点にな りつつあった。だが,経 済危機下で

明 らかになったのは,国 内の原料供給基盤

のもろさ,水 産食品企業と漁家経営 との間

にある埋めようのない生産 力 ・資本力のギ

ャップであった。原料供給を担 う漁獲漁業

と養殖業が生産力的にも行き詰まりをみせ

た 199 0年代前半,原 料や中間財輸入が急

増 したのはとうぜんの成 り行きであった。
一方,先 進国への oEM供 給が中心であ

る水産食品企業がもつ限界も明 らかとなっ

た。主要なマーケッ トである日本で需要が

減退す るなかで ,oE M供 給企業が経営的

に脆弱であることがわかった。単なる高付

加価値生産にとどまらず,ブ ラン ド化への

努力が欠かせない。ますます激 しくなる水

産業をめぐる国際競争と国境をこえた立地

移動のなかで,水 産食品供給基地として成

長するのか,あ るいは一通過点 として産業

の空洞化が進んでいくのか,タ イはその分

岐点に立っている。
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